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資料２ 
 

意識調査の実施概要 
 

 

１．意識調査の構成  
 

○ 市民、市民団体、事業者を対象に、長岡京市の環境づくりについての意識調査を実施しま

す。 

○ 市民団体、事業者については、アンケート調査結果を踏まえて、ヒアリング調査を実施し

ます。 

 

 

 

《アンケート調査の実施概要》 

対象の別 調査概要 備考 

市民 

○ 平成 23 年 8 月 1 日現在の長岡京市住民基本台帳から

無作為抽出した 16 歳以上の市民 2,000名 

○ 配布予定：平成 23 年 8月 19 日（金）発送 

○ 回収締切：平成 23 年 9月 16 日（金） 

○ 督促配布：平成 23 年 9月 2 日（金）発送 

○ 調査票配布対象

に対して、（仮称）

市民討議会の案

内を配布する。 

環境づくりに 

係る市民団体 

○ 長岡京市内で活動する市民団体 

○ 配布予定：平成 23 年 10〜12 月頃 

○ 調査対象は別紙

参照。 

○ ヒアリング調査

の基礎資料とす

る。 
事業者 

○ 長岡京市内で活動する事業者 

○ 配布予定：平成 23 年 10〜12 月頃 
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２．アンケート調査票の設計概要  
 

 市民対象  
 

■調査票設計の考え方 
○ この調査においては、今後の本市環境づくりに係る施策展開や次期環境基本計画の達成評

価等に資する基礎資料を得る目的で、市民の意識・意向を把握します。 

→ 次の計画改定時など今後の必要時における調査結果との経年比較の視点に留意しま

す。 

○ 用語説明を加えるなど、わかりやすさ、知識普及と意識啓発の側面などにも留意します。 

 

 

■調査票の設問構成 
項目 設問 備考 

回答者属性 問１ 年齢 
・ 属性間クロス集計

の基礎として活用 

・ 居住地は、中学校区

単位に集約して集

計 

問２ 世帯の型 

問３ 居住地 

問４ 居住歴 

問５ 平日昼間の過ごし方 

環境全般について 問６ 「身近な環境」の満足度 ・ 市の環境の基本的

評価 等 問７ 市が積極対応すべき地球環境問題 

低炭素社会づくり

について 
問８ 低炭素社会づくりの行動 

・ エネルギー分野の

市民行動の把握 

資源循環型社会づ

くりについて 
問９ 資源循環型社会づくりの行動 

・ 資源循環分野の市

民行動の把握 

自然環境の保全と

快適な都市環境づ

くりについて 

問 10 “長岡京市の自然”のイメージをつくっているもの 
・ 自然環境、快適環境

分野の市民行動の

把握 
問 11 自然環境の保全の行動 

問 12 快適な都市環境づくりの行動 

長岡京市の環境づ

くり 
問 13 市がめざすべき環境像 

・ 市がめざすべき環

境像に係る市民意

識の把握 

・ 市の取組みの重点

に係る市民意識の

把握 

・ 各施策領域の現時

点評価 

問 14 低炭素社会の技術普及に向けて重要な取組み 

問 15 低炭素社会の仕組みづくりとして重要な取組み 

問 16 市民生活による環境負荷軽減のため重要な取組み 

問 17 自然環境の保全のため重要な取組み 

問 18 快適な都市環境づくりのため重要な取組み 

問 19 長岡京市の環境づくりの満足度と重要度 

環境づくりへの参

画と協働について 
問 20 「環境の都づくり会議」との関わり 

・ 市民等の環境づく

りへの取組みに係

る市民意識の把握 

問 21 環境についての情報や知識の入手先 

問 22 市民の行動として重要なもの 

問 23 市内の事業所に期待すること 

問 24 環境保全に関する考え方 

自由意見 − − 
 

※ 問○は評価指標に用いることを視野に入れた設問。問 19 は計画策定時点の施策領域評価を得るも

ので、今回改定における施策の体系化、また、計画期末の総括に資する設問。 
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 市民団体対象  

 

■調査票設計の考え方 
○ 今後の施策展開を検討するための基礎資料とするため、市内環境関連団体の取組みの実態

や意向を把握します。 

→ 団体による環境取組みのこれからの展開の「芽」について把握します。 

→ 本市の環境取組みの実際の担い手として期待できる団体を把握し、また、ヒアリング

調整への協力や、今後の施策展開へ協力を求めることを想定し、記名式のアンケート

とします。 
 
 
■調査票の設問構成 

項目 設問 趣旨 

団体属性 
問１ 団体の活動概要等 

・ 回答者属性の把握。 

・ 団体の組織概要、活動概要、連絡先等を把握。 

団体の活動 
問２ 

環境に関する活動の問題につ

いて 

・ 団体としての活動の具体的問題点について把握。 

・ 団体活動への行政支援策の展開検討の参考とす

る。 

問３ 
他団体と連携した活動につい

て 

・ 他団体との連携状況や団体に関する情報発信の状

況について把握。 

・ 係る支援策の展開検討の参考とする。 
問４ 団体情報の発信について 

問５ 今後の団体活動の展開 
・ 今後の地域環境づくりなどを展望する「芽」とな

る情報や活動の担い手となる団体を把握し、施策

の展開検討の参考とする。 

問６ 活動への行政の支援策 ・ 団体活動における行政からの支援ニーズや地域と

の関わりについて把握。 

・ 係る支援策の展開検討の参考とする。 問７ 
環境活動への団体としての関

わり 

自由記述 
問８ 

環境問題等について日ごろ感

じている点 

・ 計画内容の全般的な検討の参考とする。 

団体ヒアリング 
問９ 

団体ヒアリング調査への協力

意向 

・ アンケート後に実施予定のヒアリング調査につい

ての協力意向を把握。 
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 事業者対象  

 
■調査票設計の考え方 

○ 今後の施策展開を検討するための基礎資料とするため、市内事業所の環境に関する取組みの実

態や意向を把握します。 

→ 事業者による環境取組みのこれからの展開の「芽」について把握します。 

→ 基礎的な内容を把握するほか、将来的（次回基本計画改定時等）に調査結果の経年比較

等ができるよう、設問設計に配慮します。 

→ 一部について、新計画における成果指標として活用可能となるよう、設問設計に配慮し

ます。 

→ 本市の環境取組みの実際の担い手として期待できる事業者を把握し、また、今後の施策

展開へ協力を求めることを想定し、記名式のアンケートとします。 
 
 
■調査票の設問構成 

項目 設問 趣旨 

事業所属性 
問１ 事業所の概要と担当者 

・ 回答者属性の把握。 

・ 他設問とのクロス集計に活用。 

・ 社名、連絡先等を把握。 

事業所内の環境

保全活動・意識に

ついて 問２ 

身近な環境保全に関する取組

み 

＜全業種＞ 

（緑化、エネルギー・水、廃棄

物・リサイクル） 

・ 企業としての環境づくりの取組みについて、具体

的状況、今後の実施意向について把握。 

・ 緑化やエネルギー、水・廃棄物・リサイクル等の

分野の施策の展開検討の参考とする。 

問３ 

事業に直接関わる環境保全活

動 

＜製造業、建設業、小売業・卸

売業・飲食業＞ 

・ 特に事業活動に直接的に関わる環境づくりの取組

みについて、具体的状況、今後の実施意向につい

て把握し、事業者の特性に応じた施策の展開検討

の参考とする。 

問４ 環境保全に対する意識 

・ 環境保全について、法規制の枠を越えた活動や事

業分野以外での活動、環境保全への貢献や新税導

入等についての意識の把握 

・ 新税導入などの施策展開検討の参考とする。 

環境に関する経

営や管理手法に

ついて 

問５ 
環境マネジメントシステムや

社内制度 

・ 環境マネジメントシステムや事業所内における環

境に関する社内制度の導入実態や今後の導入意

向、取組む理由等について把握。 

・ 環境マネジメントシステムの導入支援等の施策の

展開検討の参考とする。 
問６ 

環境マネジメントシステムや

社内制度に取組む理由 

問７ 
環境への取組みを進める上で

の課題 

・ 環境への取組みを進める上での課題について把

握。 

・ 環境への取組みを促進する支援策等の展開検討の

参考とする。 

問８ 
CSR の観点による地域の環境

づくり活動 

・ 具体的な CSR 活動の実態を把握し、施策の展開検

討の参考とする。 

長岡京市の環境

政策や、環境づく

りに向けた事業

者の役割や支援

について 

問９ 
長岡京市の環境政策や環境活

動について 

・ 環境政策、環境活動についての認知度を把握。 

・ 環境政策や環境活動の普及・啓発等の展開検討の

参考とする。 

問 10 
長岡京市の環境づくりにおけ

る事業者の役割 

・ 環境づくりにおける事業者の役割に対する意識や

行政の支援に対する考え方等について把握。 

・ 環境への取組みを促進する支援策等の展開検討の

参考とする。 
問 11 環境活動への行政の支援策 

問 12 
環境活動への事業者としての

関わり 

自由記述 
- 

環境問題等について日ごろ感

じている点 

・ 計画内容の全般的な検討の参考とする。 

 


